様式第１号

[bookmark: _GoBack]質問書
（利府町地域おこし協力隊（にぎわい創出）支援業務委託）

	質　　　問

	



	[bookmark: _Hlk139014715]法　人　名
	

	所　在　地
	

	担当者
	所属
	

	
	氏名
	

	連絡先
	電話
	

	
	E-mail
	





様式第２号
法　人　等　の　概　要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和５年７月１日現在）
	ふりがな
法人等名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	

	ふりがな
代表者
	
	FAX番号
	

	宮城県内の
主たる事業所名
	（※団体名と同じ場合は、記入不要です。）

	電話番号
	（※団体と同じ場合は、記入不要です。）

	宮城県内の主たる事業所所在地
	〒　　　　　　（※団体の所在地と同じ場合は、記入不要です。）

	FAX番号
	（※団体と同じ場合は、記入不要です。）

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	業務の内容
	


	免許・登録
	


	資本金
※会社法人のみ
	

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　総数　　　　　　　　人

	類似業務の受託実績
	

	応募に関する担当者

	氏 (ふり)　名 (がな)
	
	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	
	Ｅ-mail
	


※記入欄が不足する場合は、必要に応じ本様式に準じて追加してください。


様式第３号
法　人　等　の　役　員　等　の　一　覧　表

	ふ り が な
	

	法人等名
	

	【代　　表　　者】

	役 職 名
	ふ り が な
氏　　　 名
	現　住　所
	生 年 月 日

	
	
	
	
   　　．　　　．

	【代表者以外の役員等】

	役 職 名
	ふ り が な
氏　　　 名
	現　住　所
	生 年 月 日

	
	
	
	　
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．

	
	
	
	
．　　　．




様式第４号
法　人　等　の　代　表　者　履　歴　書
	法人等名
	　　　　　　　　　　　　　　　　



	ふりがな
氏　名
	
　　　　　　　　　印
	生年月日
	年　　月　　日
	年齢
	満　　　歳

	
	
	本籍地
	
	性別
	男・女

	現住所
	〒




	年　　月　　～　　　年　　月
	学歴・職歴

	
	

	
	

	
	

	年　　月　　～　　　年　　月
	社会活動歴

	
	

	
	

	
	

	年　　月　　～　　　年　　月
	賞　　　罰

	
	




様式第５号
欠格事項に該当しない旨の申立書

令和　　年　　月　　日
利府町長　宛

所　在　地
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

　当社は、次の指定管理者応募資格の欠格事項のいずれにも該当がありません。
　万が一、この申立内容に相違していたときには、応募資格がないものとみなされても不服は申し立てません。

《欠格事項》
①　利府町から指名停止を受けている法人等 
②　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法 （平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている法人等 
③　法人税、法人にかかる県及び市町村民税、消費税及び地方消費税を滞納している法人等 
④　宗教活動又は政治活動を主たる目的としている法人等
⑤　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、一般競争入札等の参加を制限されている法人等 
⑥　利府町議会議員が地方自治法第９２条の２に規定する役員である法人等
⑦  暴力団の利益となる活動を行っている法人等
⑧  暴力団又はその構成員の統制の下にある法人等
⑨　その他、応募することが適当でないと町長が判断した法人等




様式第６号

年　　月　　日　

利府町長　熊　谷　　大　殿

所在地　

法人名　

代表者職氏名　

企画提案書提出届

　利府町地域おこし協力隊（にぎわい創出）支援業務委託に係る公募型プロポーザルについて、関係書類を添えて企画提案書を提出します。

【関係書類】
　１　事業者に関する書類
　（１）　法人登記簿謄本（発行から３か月以内のもの）
　（２）　法人等の概要
　（３）　法人等の役員等の一覧表
　（４）　法人等の代表者の履歴書
　（５）　定款、約款、寄付行為及び規約等
　（６）　提案書を提出する日の属する事業年度の事業計画書及び収支計画書
　（７）　貸借対照表、損益計算書、収支決算書（直近３年分）
（８）　国税の納税証明書及び地方税（法人住民税・法人事業税）の納税証明書（直近３年分）
２　欠格事項に該当しない旨の申立書
３　企画提案書提出届
４　企画提案書
５　提案見積書


